
12月18日（水）、立憲民主党の国土交通部会による令和７年度税制
改正に関わる団体ヒアリングがおこなわれ、航空連合としての要望
内容を伝えました。先んじて11月29日にも伝えている城井 崇（きい
たかし）衆議院議員（NEWS EXPRESS26-17参照）など３名の航空連合
政策議員フォーラムメンバーも出席しており、航空連合の考え方や
職場の状況を共有し、実現に向けた取り組みを強く訴えました。
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要望内容（趣旨）
1 空港業務における人材確保策の強化に資するあらゆる税制支援をおこなうべき
2 SAFの国内生産を促進するインセンティブをさらに強化すべき
3 航空機燃料税について、今年度の減免水準を維持し、最終的な廃止に向けて検討すべき
4 航空貨物へのモーダルシフトを促進すべく、国内貨物上屋等の環境整備を税制面から支援すべき
5 国際観光旅客税の使途を見直し、空港における円滑な出入国等に重点措置すべき
6 免税品還付制度について、空港業務の現状を踏まえた適切な制度設計・運用とすべき

あいさつする内藤会長 要請内容を元に意見交換を実施

https://www.jfaiu.gr.jp/files/news/b17ace177582828373ddf868d3259dc8.pdf
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